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新刊書 

●相続人間の利害が激しく対立するなか、実体法だけではなく、現実の手続の運用にも目配りを

必要とする複雑な相続実務について、理論的な背景を踏まえた実践知を提供！ 
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新刊書 

困難な問題を抱えた子どもとその家族が問題を解決するための道標となる１冊！ 
■子どもを取り巻く法制度・社会情勢の変化を踏まえた具体的な設問！ 
■子どもの権利に関する諸問題を広く取り上げ，わかりやすく解説！ 
■問題についての理解を深めるために，関連する法規，裁判例等を広く引用！ 
■改正民法，改正少年法，改正児童福祉法に対応！ 

『はしがき』 

 当委員会は，子どもを取り巻く制度・環境をより改善するために役立とうと，いじめ，虐待，学校問題，
未成年後見など子どもの権利に関すること全般について調査・研究及びその成果の発表等を行ってきまし
た。その一貫として，平成 22年，新青林法律相談シリーズ 26『子どものための法律相談』の初版を刊行
し，同 26年には第２版を刊行しております。 

 その後，成人年齢を引き下げる改正民法が成立して施行され，少年法の対象年齢を引き下げる改正少年
法も成立し，施行されました。加えて本年６月には一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入等を内
容とする改正児童福祉法も成立しています。このように，子どもをめぐる法制度には大きな変更が生じ 

ています。 

 また，子どもがスマートフォンを所持して SNS を利用することが当たり前の時代となり，SNS を通じ
てのいじめ被害や，犯罪被害の発生の増加等の問題もあり，子どもをめぐる社会情勢にも変化が生じてい
ます。 

 当委員会としても，第２版の改訂等の必要について検討していたところ，発行元である青林書院から「最
新法律相談シリーズ」としての本書の刊行のお話をいただいたことから，本書では，上記の法改正・社会
情勢の変更を踏まえて第２版の内容を全面的に見直し，一から執筆することとしました。本書を執筆する
にあたっては，子どもをめぐる諸問題について，なるべく広く取り上げることとし，当該問題をより深め
るためのきっかけとなるよう関連法規，裁判例等を広く引用するようにしました。もちろん上記の法改正
についても可能な限り言及しております。 

 子どもの権利を守るための制度改正等は進んでいるものの，これを利用して個別の事案を解決するとい
う実践がなされなければ，子どもの権利を守ることはできません。本書が，子どもの権利に関する困難な
問題を抱えた子どもとその家族，彼ら彼女らから相談を受けた方々にとって，具体的な問題を解決する 

ための一助となれば幸いです。 

  令和４年９月 

第一東京弁護士会子ども法委員会 委員長 直田 庸介 

同書籍検討部会 部会長 小泉 始 
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労災の法律相談〔改訂版〕 
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新刊書 

◆様々な労働災害に対応するための人事労務関係者必携の書！ 

◆過労死の労災認定基準の見直し，精神障害の労災認定基準見直しの動き，複数事業労働者

への労災保険給付制度の新設，建設アスベスト訴訟に関する最高裁判決の出現やフリーラ

ンスガイドラインなど，最新の労災関連の立法，通達，指針と判例の動向を明示して改訂！ 







　B5・並製・546頁　定価：4,730円（税込）　ISBN978-4-7972-2674-4　C3332

2022 年 5 月の最高裁判例までを収録した解説付き全 408 件。事案・争点・判旨・解説を
1判例 1頁、重要判例は 2頁で構成、有力少数意見にも配慮して判例を選定。〈判例の流れ〉
を含めた章全体を 1名の執筆者が解説することで、領域毎に整理された判例理論の流れ
を修得できる。判例の射程と位置付けを会得するのに最適の判例集。
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23　戦争放棄

憲法判例集の決定版2022年5月までの最新判例408件を解説

　　　　刊行：2022年11月30日

判例プラクティス憲法〔第3版〕

24　裁判所（1）裁判所と裁判官

25　裁判所（2）司法権

26　裁判所（3）憲法訴訟

27　財 政

28　地方自治
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　A5変・上カ・1,068頁　定価：14,300円（税込）　ISBN978-4-7972-1164-1　C3332

民法（債権法）改正の問題点を精緻に分析し、今後の進むべき方向性を提示。グローバ
ルな民法の展開において、日本民法学の学理的発展状況を示す、待望の体系書。判例・
学説の分析・検討、比較法的考察、立法趣旨への言及など、民法学の本質的理解を図る。
広範な場面で有用で、実務家など幅広いニーズに応える。
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　第六節　更　　改
　第七節　免　　除
　第八節　混　　同
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 1985 年　京都大学大学院工学研究科修了

 同 年　通商産業省入省

 2011 年　名古屋大学特任教授

 2017 年　福岡女子大学国際文理学部教授

 2019 年　同 国際文理学部長

　　　　刊行：2022年11月25日
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第六章　保証債務
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　菊変・並製・256頁　定価：3,080円（税込）　ISBN978-4-7972-7553-7　C3332

2022年12月10日、被害者救済新法成立！ 消費者被害の防止に向けて一歩前進。消費者法、
民法、心理学、憲法、刑事法等からの多角的検討を試みた、最前線からの緊急企画。救
済の実効性と今後の課題を問う。検討会座長（河上）による、今後に向けた実効性の検証と、
検討課題解決のための、最新・最速の重要な指針。関係者必読！

◆特集 :霊感商法・高額献金の被害救済

【目　次】

・緒言（河上正二）

１ 河上正二／霊感商法・霊視商法の被害への対応について

２ 宮下修一／宗教的な寄附（献金・寄進・お布施等）の法的性質について

３ 村本武志／霊感商法とマインドコントロール（心理学）

４ 山元　一／信教の自由・宗教団体・市民社会秩序

５ 長井長信／霊感商法に対する刑事法的対応

６ 藤原正則／霊感商法被害の抑止と救済―利得返還の範囲

７ 沖野眞已／立法対応―民事的救済―の方向について

◇資　料

１ 霊感商法（開運商法）に関する消費生活相談について

２ 霊感商法等の悪質商法への対策検討会　報告書

３ 法人等による寄附の不当な勧誘の防止等に関する法律

４ 消費者契約法及び独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律

　

霊感商法の被害者救済新法の実効性と今後の課題

消費者法研究 13 号

       霊感商法・高額献金の被害救済
河上 正二 責任編集

　　　　刊行：2022年11月20日
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発刊日

発刊日

発刊日

書籍のご案内

　本六法は、「倒産と事業再生にかかわる実務家がいつでも携帯してご利用いただける至便な六
法」をコンセプトにしています。倒産関係の方々の集まりでは毎年変わる色で新しいものが出た
ことをわかっていただけるようです。2023年版はモスグリーンです。中身も大幅に改定していま
すので、ぜひご活用ください！

2023年
１月21日刊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書籍名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書籍名

Ａ５判・2７３頁・弁護士　坂和章平　著

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書籍名

2023年
１月21日刊

2023年
１月21日刊

　令和３年７月に発生した静岡県熱海市伊豆山地区での大規模な土石流被害をきっかけに、令和
４年３月31日に成立、４月１日に公布された「宅地造成等規制法の一部を解説する法律」（盛土
規制法）の内容を理解するための必携書！

Ａ５判・７９１頁・編集代表　伊藤　眞・多比羅誠・須藤英章

　（株）民事法研究会

　所有者不明・管理不全・遺産共有の不動産を活用するために、著者らが実際に相談を受けた事
案を題材とし、現行法での解決策の紹介、改正法による手続を選択した場合の改正条文へのあて
はめ、現行法による解決策との比較を検討することにより、改正法を実務でいかに使いこなすか
を模索！

Ａ５判・361頁・中里　功・神谷忠勝・倉田和宏・内納隆治　著

●再生型・清算型の倒産手続から事業再生、Ｍ＆Ａまで、倒産・再生・再編手続にかかわる法令・判例等を精選して収録した実務のた

めの六法！ 2022年11月１日現在の法令、および2022年版以降の倒産法関係判例を収録！

●民事訴訟法等改正法を収録！ 施行段階に合わせ、現行法と改正法の条文を併記！
●2022年に公表された「中小企業の事業再生等に関するガイドライン」「廃業時における『経営者保証に関するガイドライン』の基本的

な考え方」等を新たに収録！

●中小企業活性化協議会発足に伴い新たに作成された「中小企業活性化協議会実施基本要領」およびその別冊である「再生支援実

施要領」「中小企業再生支援スキーム」「中小企業活性化協議会等の支援による経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務の

整理手順」をＱ＆Ａや書式も含め収録！

コンパクト倒産・再生再編六法２０２３
─判例付き─

新旧対照・逐条解説

宅地造成及び特定盛土等規制法

第１部 宅地造成等規制法の成立とその沿革
第１章 「都市三法」の成立と「近代都市法」たる都市計画法の「開発許可」

第２章 宅地造成等規制法の成立（昭和36年）とその概要・構成

第３章 宅地造成等規制法（昭和36年）の運用

第４章 宅地造成等規制法の平成18年改正

第５章 平成18年改正法の運用

第６章 宅地造成等規制法の令和４年改正

第２部 宅地造成等規制法の抜本的改正と盛土規制法の成立
第１章 熱海市での土砂災害の発生と検討会の発足、検討会の提言

第２章 「盛土による災害の防止に関する検討会」の提言・その１

所有者不明土地 解消・活用のレシピ
─令和３年改正民法・不動産登記法の徹底利用術─

第１章 所在等不明共有者の持分取得のレシピ
１ はじめに ／２ 事案①の概要 ／３ 現行法下での解決策 ／

４ 改正法の活用 ／５ 事案①へのあてはめ ／

６ 現行法による解決策との比較 ／

７ 所在等不明共有者の持分譲渡権限付与

第２章 所有者不明土地管理命令のレシピ
１ はじめに ／２ 事案②の概要 ／３ 現行法下での解決策 ／

４ 改正法の活用 ／５ 事案②へのあてはめ ／６ いくつかの論点整理／

７ 所有者不明土地管理命令の活用可能性

第３章 管理不全建物管理命令のレシピ
１ はじめに ／２ 事案③の概要 ／３ 現行法下での解決策

４ 改正法の活用 ／５ 事案③へのあてはめ ／６ 所有者の権利との調整／

７ 管理不全土地管理命令・管理不全建物管理命令の活用可能性

第４章 共有物変更許可決定のレシピ
１ はじめに ／２ 事案④の概要 ／３ 共有をめぐる規律の整理 ／

４ 現行法下での解決策 ／５ 改正法の活用 ／６ 他の制度との比較

第５章 共有物管理許可決定のレシピ
１ はじめに ／２ 事案⑤の概要 ／３ 現行法下での解決策 ／

４ 改正法の活用 ／５ 共有物の管理者 ／

６ 共有物変更許可決定・共有物管理許可決定の活用可能性

第６章 相続財産管理制度のレシピ
１ 現行法下における相続財産管理制度 ／

２ 改正法における相続財産管理制度／ ３ 事案⑥の検討

第７章 休眠担保権等の抹消登記のレシピ
１ 不動産登記法改正の概観／２ 買戻権の抹消 ／

３ 解散法人名義の担保権の抹消 ／４ 経過措置

第３章 「盛土による災害の防止に関する検討会」の提言・その２

第４章 改正宅地造成等規制法（宅地造成及び特定盛土等規制法）のポイント等

第３部 新旧対照・逐条解説
第４部 盛土規制法の運用と新法への期待
第１章 盛土規制法運用のポイント

第２章 新法への期待と注文

第３章 熱海市の土石流災害を含む各種調査報告

第４章 県条例、市条例違反事例（逮捕、行政代執行等）


